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１ 機構の概要 
(１) 目的 

独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）は、公害に係る健康被害の
補償及び予防、民間団体が行う環境の保全に関する活動の支援、ポリ塩化ビフェニル
廃棄物の処理の円滑な実施の支援、維持管理積立金の管理、石綿による健康被害の救
済等の業務を行うことにより良好な環境の創出その他の環境の保全を図り、もって現
在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献
することを目的とする。 

 
(２) 業務の内容 

独立行政法人環境再生保全機構法（以下「法」という。）に基づき、次の業務を行う。 
ア 大気汚染や水質汚濁の影響による健康被害の補償業務（法第 10条第１項第１号） 
イ 大気汚染による健康被害を予防するために必要な事業に係る業務（法第 10条第１
項第２号） 

ウ 日本国内及び開発途上地域の環境保全に取り組む民間団体への助成業務並びに民
間環境保全活動の振興に必要な調査研究等に関する業務（法第 10条第１項第３号及
び第４号） 

エ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用の助成等の業務（法第 10条第１項第５号） 
オ 廃棄物の最終処分場の維持管理に係る費用の管理業務（法第 10条第１項第６号） 

カ 石綿による健康被害の救済に関する業務(法第 10 条第 1項第７号) 
キ 良好な環境の創出その他の環境の保全に関する調査研究、情報の収集、整理及び
提供並びに研修（法第 10条第２項） 

ク 既に着手している建設譲渡事業（法附則第７条第１項第１号） 
ケ 設置され、及び譲渡された施設等の割賦金債権又は貸付債権の管理及び回収（法
附則第７条第１項第２号及び第３号） 

 
(３) 事務所の所在地 
【主たる事務所】神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番 

電話番号 (044)－520－9501 
【従たる事務所】大阪府大阪市北区曽根崎新地一丁目１番 49 号 

電話番号 (06)－6342－0335 
 

(４) 資本金の額及び政府の出資額 
資本金の額は、平成 19 年３月末現在で、16,044,563,260 円（全額政府出資）であり、

その構成は以下のとおりである。 
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資 本 金 の 状 況          （単位：円） 
区   分 平成 18年度末 

政府出資金 

（内訳） 

健康被害予防事業基金 

地球環境基金 

その他 

16,044,563,260 

 

6,071,570,000 

9,401,266,137 

571,727,123 

 
(５) 役員の状況 

役員は、理事長１人、理事３人以内、監事２人で、理事長及び監事は、環境大臣が
任命し、理事は、理事長が任命する。 
平成 19 年３月末現在の役員の状況は、次のとおりである。 
役職 氏 名 任 期 経   歴 

理 事 長 田中 健次 平成 16年４月１日 

～ 

平成20年３月31日 

平成 10年１月 

平成11年 10月 

 

環境事務次官 

環境事業団理事長 

 

理 事 渡辺 昭司 平成 18年 6月 27日 

～ 

平成20年３月31日 

平成 16年４月 

 

 

株式会社損害保険ジャパン

常務執行役員 

理 事 諏訪 茂 平成 18年 7月 22日 

～ 

平成20年３月31日 

平成６年７月 

平成７年６月 

平成 11年７月 

大阪税関長 

国税不服審判所次長 

社団法人生命保険協会専務

理事 

理 事 田勢 修也 平成 18年 7月 10日 

～ 

平成20年３月31日 

平成 13年１月 

平成 14年７月 

 

平成 16年６月 

経済産業省大臣官房審議官 

全国中小企業団体中央会専

務理事 

社団法人発明協会参与 

監 事 伊藤 一秀 平成 18年４月１日 

～ 

平成20年３月31日 

平成 11年４月 

 

平成 12年５月 

経済団体連合会産業本部次

長 

日本経済団体連合会社会本

部次長 

監 事 

(非常勤) 

浅野 一麿 平成 18年４月１日 

～ 

平成20年３月31日 

平成 10年７月 

平成 11年７月 

東北管区行政監察局長 

財団法人ハイウェイ交流セ

ンター顧問 

 
(６) 職員の状況 

平成 19 年３月末の職員数は、次のとおりである。 
職員数   154 人（平成 19年３月末現在） 
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(７) 設立の根拠となる法律 
独立行政法人環境再生保全機構法（平成 15年法律第 43号） 

 
(８) 主務大臣 
ア 役員及び職員並びに財務及び会計その他管理業務に関する事項 環境大臣（法第
18 条第１項第１号） 

イ （２）のウに係る民間環境保全活動助成業務、振興業務 環境大臣、農林水産大
臣、経済産業大臣、国土交通大臣（法第 18条第１項第２号） 

ウ 上記イに掲げる業務以外の業務 環境大臣（法第 18 条第１項第３号） 
エ （２）のクに係る建設譲渡事業 国土交通大臣（法附則第７条第４項） 

 
(９) 沿革 
① 機構は、公害健康被害補償予防協会が実施してきた公害健康被害補償予防業務と
環境事業団が実施してきた地球環境基金事業、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金
助成事業などを承継し、平成 16 年４月１日に設立された。 
 
２法人の沿革は、次のとおり。 

ア 公害健康被害補償予防協会 
公害に係る健康被害者の迅速かつ公正な保護を図るため、昭和 48 年に「公害健康被

害補償法」が制定された。 
その内容は、民事責任を踏まえて公害健康被害者の迅速な救済を目的とする行政上

の補償制度であり、全国の汚染原因者から賦課金を徴収し、補償給付の支給等に必要
な財源に充てることとされ、この徴収業務等を行う特殊法人として昭和 49 年６月に「公
害健康被害補償協会」が設立された。 
その後、昭和 61 年 10 月の中央公害対策審議会答申に基づき、近年の大気汚染の状

況を踏まえ、昭和 62 年９月に「公害健康被害補償法の一部を改正する法律」が成立し、
これにより昭和 63 年３月に法律の題名を「公害健康被害の補償等に関する法律」に、
また、協会の名称を「公害健康被害補償予防協会」に改め、従来業務に加えて、基金
に基づく健康被害予防事業を実施することとなった。 
機構に、これらの業務のすべてが承継された。 

イ 環境事業団 
産業公害を防止・改善することを目的に、昭和 40年に制定された「公害防止事業団

法」に基づいて昭和 40年 10 月に設立された。 
その後、創設当時の目的に加え、都市・生活型公害の防止や自然環境の保全と適切

な利用、さらには、地球環境の保全という時代の要請に応え、昭和 62 年、平成４年、
平成５年、平成 11年、平成 13年と５回にわたり事業の見直しが行われた。 
・昭和 62年の改正：大気汚染対策緑地事業等の追加 
・平成４年の改正：「環境事業団」に改組 
・平成５年の改正：地球環境基金の設置と地球環境基金事業の追加 
・平成 11年の改正：地球温暖化対策緑地事業等の追加 
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・平成 13年の改正：ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業及びポリ塩化ビフェニル廃
棄物処理基金の設置と助成事業等の追加 

また、平成 10年に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」改正に伴う最終処分場維
持管理積立金管理業務が追加された。 
機構には、環境事業団業務のうち、1)地球環境基金事業、2)ポリ塩化ビフェニル廃

棄物処理助成事業、3)最終処分場維持管理積立金管理業務、4)建設譲渡事業及び 5)債
権管理・回収業務が承継された。 
なお、1)ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業、2)環境浄化機材貸付及び 3)環境情報

提供業務は、平成 16 年４月に設立された日本環境安全事業株式会社に承継された。 
 

② 平成 18 年３月から、「石綿による健康被害の救済に関する法律」の施行に伴い、
石綿による健康被害の救済業務が追加された。 

 
③ 建設譲渡事業については、平成 19年３月 31日で施設整備を終了した。 

 
２ 事業の実施状況 
(１) 公害健康被害補償業務 
① 事業の実施状況 

（単位：円） 

区   分 実施額 

賦課金の徴収に関する業務 

(1)ばい煙発生施設等設置者からの汚染負荷量賦課金 45,910,284,000 

(2)特定施設等設置者からの特定賦課金の徴収 80,326,000 

公害健康被害の補償等に関する法律（昭和 48 年法律第 111 号。以下「補償法」とい

う。）第 13条第２項の規定による支払に関する業務 

給付免責調整支出金 35,837,600 

補償法第 48条の規定による納付金の納付に関する業務 

(1)旧第一種地域 
ア 補償給付費 
イ 公害保健福祉事業費 

 
56,998,856,898 
100,956,000 

(2)第二種地域 
ア 補償給付費 
イ 公害保健福祉事業費 

 
77,762,868 
2,651,000 

 

 
② 賦課金の徴収に関する業務 

（単位：件） 

区   分 件 数 

 

汚染負荷量賦課金徴収件数 

特定賦課金徴収件数 

 

8,482 

4 
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③ 補償法第 13 条第２項の規定による支払に関する業務 

（単位：件） 

区   分 件 数 

給付免責調整支出金支払件数 4  

 
④ 納付金の納付に関する業務 
ア 旧第一種地域納付金納付額（県市区別） 
(ｱ) 補償給付費納付金 

（単位：円）

金　　額
千 葉 市 451,373,332
千 代 田 区 143,397,518
中 央 区 169,136,757
港 区 360,697,378
新 宿 区 923,893,420
文 京 区 626,105,275
台 東 区 365,029,973
品 川 区 839,545,095
大 田 区 1,527,309,178
目 黒 区 531,187,054
渋 谷 区 508,866,288
豊 島 区 546,511,510
北 区 943,427,480
板 橋 区 1,716,642,135
墨 田 区 651,694,562
江 東 区 1,416,130,727
荒 川 区 848,649,154
足 立 区 1,613,739,931
葛 飾 区 1,031,458,147
江 戸 川 区 987,172,764
（ 東 京 19 区 計 ） 15,750,594,346
横 浜 市 656,157,570
川 崎 市 2,347,057,570
富 士 市 554,650,910
名 古 屋 市 3,425,718,891
愛 知 県 574,224,934
四 日 市 市 746,707,971
大 阪 市 12,177,202,847
豊 中 市 407,377,833
吹 田 市 380,287,997
守 口 市 1,628,980,576
東 大 阪 市 2,103,945,129
八 尾 市 1,158,240,357
堺 市 2,828,584,804
（ 大 阪 7 市 計 ） 20,684,619,543
神 戸 市 1,017,244,625
尼 崎 市 4,143,033,751
倉 敷 市 2,972,840,024
岡 山 県 186,023,622
北 九 州 市 1,493,281,777
大 牟 田 市 1,995,328,032
合 計 56,998,856,898

区　　分

東
　
　
京
　
　
都

大
　
阪
　
府
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(ｲ) 公害保健福祉事業費納付金 
（単位：円）

金　　額
千 葉 市 2,478,000
千 代 田 区 132,000
中 央 区 850,000
港 区 119,000
新 宿 区 561,000
文 京 区 531,000
台 東 区 528,000
品 川 区 512,000
大 田 区 1,103,000
目 黒 区 348,000
渋 谷 区 438,000
豊 島 区 209,000
北 区 457,000
板 橋 区 3,153,000
墨 田 区 907,000
江 東 区 593,000
荒 川 区 255,000
足 立 区 903,000
葛 飾 区 333,000
江 戸 川 区 1,229,000
（ 東 京 19 区 計 ） 13,161,000
横 浜 市 2,209,000
川 崎 市 13,744,000
富 士 市 2,077,000
名 古 屋 市 14,452,000
愛 知 県 2,151,000
四 日 市 市 2,580,000
大 阪 市 12,318,000
豊 中 市 836,000
吹 田 市 1,822,000
守 口 市 1,482,000
東 大 阪 市 162,000
八 尾 市 3,318,000
堺 市 6,968,000
（ 大 阪 7 市 計 ） 26,906,000
神 戸 市 2,044,000
尼 崎 市 10,794,000
倉 敷 市 2,254,000
岡 山 県 128,000
北 九 州 市 3,434,000
大 牟 田 市 2,544,000
合 計 100,956,000

大
　
阪
　
府

東
　
　
　
　
京
　
　
　
　
都

区　分
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イ 第二種地域納付金納付額（県市別） 
(ｱ) 補償給付費納付金 

（単位：円） 

区  分 金  額 

新 潟 県       

新 潟 市       

富 山 県       

島 根 県       

熊 本 県       

鹿 児 島 県       

宮 崎 県       

― 

― 

― 

9,951,255 

― 

― 

67,811,613 

合 計     77,762,868 

 
(ｲ) 公害保健福祉事業費納付金 

（単位：円） 

区  分 金  額 

新 潟 県       

新 潟 市       

富 山 県       

島 根 県       

熊 本 県       

鹿 児 島 県       

宮 崎 県       

114,000 

105,000 

― 

― 

2,242,000 

190,000 

― 

合 計     2,651,000 

 
(２) 公害健康被害予防事業 
① 事業の実施状況 
 （単位：円） 

区   分 実施額 

補償法第 68 条第１項第１号に規定する大気の汚染の

影響による健康被害の予防に関する業務 
584,604,089 

補償法第 68 条第１項第２号に規定する地方公共団体

等への助成金の交付に関する業務 
508,072,000 

合   計 1,092,676,089 

※実施額は管理諸費を除く直接事業費を計上している。 
 

② 大気の汚染の影響による公害健康被害予防事業に関する業務 
(ｱ) 調査研究 
大気汚染による健康影響に関する総合的研究（６課題）、局地汚染対策に関する

調査研究（４課題）を実施 
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(ｲ) 知識の普及 
地域における大気環境の改善及びぜん息等の発症予防等に関する知識の普及啓

発を図るため、次の業務を実施 
ａ 各種パンフレットの作成 
ｂ ビデオ等の貸出し 
ｃ 講演会・講習会の開催（14 ヶ所、聴講者 1,493 人） 
ｄ ぜん息電話相談（1,070 件） 
ｅ ぜん息児水泳記録会及び低公害車フェア（８ヶ所、来場者 292,188 人） 
ｆ 大気汚染防止キャンペーン 
ｇ 情報提供誌の発行（年２回、5,600 部） 
 

(ｳ) 研修 
地方公共団体が行う公害健康被害予防事業（機構が交付している助成金により

実施している事業）に従事する者を対象に、効果的な事業の実施に必要な知識や
技術を修得させるため、次の研修を実施 

（単位：団体、人） 

区  分 地方公共団体数 受講者数 

保健指導研修 39 159

機能訓練研修 24 72

環境改善研修 23 31

栄養指導専門研修 20 45 

合   計 307 

 
③ 地方公共団体等が行う公害健康被害予防事業に対する助成金の交付に関する業務 
(ｱ) 発症の予防、健康回復等に関する事業に対する助成 
ａ 健康相談、健康診査及び機能訓練事業 

（単位：団体、人） 

区  分 地方公共団体数 人  数 

健康相談事業 *1 42 9,313 

健康診査事業 *2 28 133,791 

機能訓練事業 *3 42 40,065 

*1 地域の住民を対象に、医師、保健師等によりぜん息等に関する相談・指導を行う。 

*2 地域の乳幼児を対象にアレルギーに関する問診等を行い、その結果を踏まえ医師、保健師等

によりぜん息の発症予防についての指導を行う。 

*3 地域のぜん息児童を対象に、児童の健康の回復を図るため、指導員の指導のもとに水泳訓

練・キャンプ等を行う。 

 
ｂ 施設等整備（助成）事業 
医療機器等整備（助成）事業 

地域医療の基幹をなす公的な病院等の呼吸器専門外来部門に対する医療
機器等の整備を実施（６施設） 
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（ｲ） 大気環境の改善に関する事業に対する助成 
施設等整備（助成）事業 
(a) 最新規制適合車等への代替促進事業 

（単位：団体、台） 

区  分 種類 地方公共団体数 助成台数 

整備事業 *1 ６ 97
最新規制適合車 

助成事業 *2 ５ 17

*1 地方公共団体が保有する最新規制適合車の整備に対し助成する。 

*2 民間事業者が保有する最新規制適合車の整備に対し地方公共団体を通じて助成する。 

 
(b) 大気浄化のための植樹や緑地整備 

 
実施個所数 実施地方公共団体 植樹面積（㎡） 

横浜市 239 

吹田市 79 

八尾市 200 

倉敷市 45 

５箇所 

玉野市 420 

 
(３) 地球環境基金事業 
① 事業の実施状況 

（単位：円） 

区   分 実施額 

民間活動助成事業 578,698,000 

民間活動振興事業 91,789,654 

合   計 670,487,654 
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② 民間活動助成事業の内訳 

（単位：件、円） 

区    分 件 数 金  額 

イ 国内民間団体の開発途上地域での環境保全活動への助成 48 202,680,000 

ロ 海外民間団体の開発途上地域での環境保全活動への助成 7 23,350,000 

ハ 国内民間団体の国内での環境保全活動への助成 115 352,668,000 

合     計 170 578,698,000 

 

③ 民間活動振興事業の内訳 

（単位：円） 

区   分 金 額 

調査研究 12,541,203 

情報提供 10,071,496 

研修 69,176,955 

合   計 91,789,654 

 

④ 地球環境基金の造成状況 

（単位：円） 

区   分 期首残高 当年度増加額 当年度末残高 

政府出資金 9,401,266,137 － 9,401,266,137 

民間等出えん金 4,262,804,845 51,418,090 4,314,222,935 

合   計 13,664,070,982 51,418,090 13,715,489,072 

 

(４) ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理の助成等の業務 

① 事業の実施状況 

（単位：円） 

区   分 実施額 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物

処理助成事業 
46,169,062 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物

処理振興促進事業 
－ 

合   計 46,169,062 
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② ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金の残高及び増減 

（単位：円） 

当年度増加額 
区   分 当年度期首残高 

当年度減少額 
当年度末残高 

2,058,240,321 
国 庫 補 助 金 10,026,209,940 

23,084,534 
12,061,365,727 

2,157,679,495 
都 道 府 県 補 助 金 9,930,683,284 

23,084,528 
12,065,278,251 

2,094,206 
民 間 出 え ん 金 472,131,488 

－ 
474,225,694 

4,218,014,022 
合   計 20,429,024,712 

46,169,062 
24,600,869,672 

 

 

(５) 維持管理積立金の管理業務 

① 維持管理積立金の管理状況 
（単位：円） 

区   分 金 額 

前 年 度 未 納 額 － 

当 年 度 通 知 額 14,354,973,052 

当 年 度 収 納 額 14,154,352,052 

当 年 度 未 納 額 200,621,000 

 
② 維持管理積立金の取戻し状況 

（単位：円） 

当年度取戻し件数 当年度取戻し額 

５件 152,275,000 

 
③ 維持管理積立金の残高及び増減状況 

（単位：円） 

当年度増加額 
当年度期首残高 

当年度減少額 
当年度末残高 

区   分 

金   額 金   額 金   額 

14,154,352,052 
維持管理積立金 6,712,055,000 

152,275,000 
20,714,132,052 
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(６) 石綿健康被害救済業務 

① 認定等の状況 

ア 療養中の方からの認定申請書受付状況及び処理状況等 

（単位：件） 

項   目 中皮腫 肺がん その他 計 

申請書受付状況 1,155 519 70 1,744 

処理状況 

認定 627 172 － 799 

不認定 76 77 76 229 

取下げ 121 65 21 207 

医学的判定に進んでい

るもの 
175 100 － 275 

計 999 414 97 1,510 

その他審査中のもの 234 

※各項目の申請書受付状況の数と処理状況の計については、審査の過程において一致

しない場合がある。 

 

イ 施行前死亡者の遺族からの特別遺族弔慰金等請求書受付状況及び処理状況等 

（単位：件） 

項   目 中皮腫 肺がん その他 計 

請求書受付状況 1,799 358 24 2,181 

処理状況 

認定 1,538 52 － 1,590 

不認定 14 36 2 52 

取下げ 123 57 － 180 

医学的判定に進んでい

るもの 
3 97 － 100 

計 1,678 242 2 1,922 

その他審査中のもの 259 

※各項目の請求書受付状況の数と処理状況の計については、審査の過程において一致

しない場合がある。 
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② 救済給付費の支給実績 

（単位：件、円） 

救済給付の種類 件 数（注） 金 額 

医療費 1,579 53,479,765  

療養手当 1,032 324,905,360 

葬祭料 213 42,387,000 

救済給付調整金 189 511,399,354 

特別遺族弔慰金・特別葬祭料 1,531 4,591,469,000 

計 4,544 5,523,640,479 

（注）支給件数ベース 

 

③ 石綿健康被害救済基金への拠出金の拠出状況 

（単位：円） 

区  分 金  額 

政府交付金 38,864,482,867 

地方公共団体拠出金 － 

一般拠出金 － 
事業主拠出金 

特別拠出金 － 

計 38,864,482,867 

（注）地方公共団体拠出金及び事業主拠出金は、平成 19年 4月より徴収を開始。 
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(７) 建設譲渡事業 

① 建設譲渡事業の実施状況 

（単位：円） 

区   分 実施額 

集 団 設 置 建 物 － 

共 同 福 利 施 設 － 

大 気 汚 染 対 策 緑 地 323,796,767 

地 球 温 暖 化 対 策 緑 地 － 

産業廃棄物処理施設・一体

緑地 
－ 

合   計 323,796,767 

 

② 事業資産の譲渡状況 

（単位：件、円） 

区   分 件 数 金 額 

集 団 設 置 建 物 － － 

共 同 福 利 施 設 － － 

大 気 汚 染 対 策 緑 地 2 2,038,457,044 

地 球 温 暖 化 対 策 緑 地 － － 

産業廃棄物処理施設・一体

緑地 
－ － 

合   計 2 2,038,457,044 
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③ 未成工事支出金の残高及び増減 
（単位：件、円） 

当年度増加額 
当年度期首残高 

当年度減少額 
当年度末残高 

区   分 

件数 金   額 件数 金   額 件数 金   額 

－ － 
集団設置建物 － － 

－ － 
－ － 

－ － 
共同福利施設 － － 

－ － 
－ － 

０ 323,796,767 
大気汚染対策緑地 1 1,734,660,277 

2 2,058,457,044 
－ － 

－ － 地球温暖化対策緑

地 
－ － 

－ － 
－ － 

－ － 産業廃棄物処理施

設・一体緑地 
－ － 

－ － 
－ － 

０ 323,796,767 
小   計 1 1,734,660,277 

2 2,058,457,044 
－ － 

－ － 造成建設事業計画

策定調査費 
－ － 

－ － 
－ － 

０ 323,796,767 
合   計 1 1,734,660,277 

2 2,058,457,044 
－ － 

（注） １ 当年度減少額欄の件数は、新規の確定契約に係るものであり、譲渡契約の対象施設の一部

譲渡に係るものを含んでいる。 

 ２ 大気汚染対策緑地の当年度減少額には、公害健康被害予防業務勘定から承継勘定へ繰り入

れた 20,000,000 円が含まれる。 
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(８) 債権の管理・回収業務 
① 割賦譲渡元金及び破産更生債権等(割賦譲渡元金)の残高及び増減の状況 

（単位：件、円） 
当年度増加額 

当年度期首残高 
当年度減少額 

当 年 度 末 残 高 
区   分 

件数 金   額 件数 金   額 件数 金   額 

－ － 
共同公害防止施設 1 2,654,000 

1 2,654,000 
－ － 

(25) 

－ 
－ 

集団設置建物 131 60,879,854,657 

15 7,011,820,613 

141 53,868,034,044 

－ － 
共同福利施設 42 33,395,583,191 

6 3,944,983,191 
36 29,450,600,000 

2 1,036,398,695 
大気汚染対策緑地 30 27,874,782,809 

0 2,159,186,300 
32 26,751,995,204 

－ － 地球温暖化対策緑

地 
4 4,378,835,923 

0 201,127,923 
4 4,177,708,000 

－ － 産業廃棄物処理施

設・一体緑地 
2 3,502,766,560 

0 252,458,100 
2 3,250,308,460 

－ － 国立・国定公園複合

施設 
5 1,145,360,000 

0 98,080,000 
5 1,047,280,000 

(13) 

－ 
－ 

工場移転用地 24 6,919,102,858 

1 481,654,572 

36 6,437,448,286 

－ － 国立・国定公園

施設 
7 3,139,749,039 

0 521,028,875 
7 2,618,720,164 

(38) 

2 
1,036,398,695 

合   計 246 141,238,689,037 

23 14,672,993,574 

263 127,602,094,158 

（注） １ 当年度増加額欄の件数は、新規の確定契約に係るものであり、譲渡契約の対象施設の一部

譲渡に係るものを含んでいる。 

 ２ 当年度減少額欄の件数は、完済分に係るものである。 

 ３ 当年度減少額には、償却分を含んでいる。 

 ４ 当年度増加額欄及び当年度減少額欄の（ ）内の件数は、債権分割による増減数である。 
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② 貸付金及び破産更生債権等(貸付金)の残高の状況 
（単位：件、円） 

区   分 件 数 貸付金 

当 年 度 期 首 残 高 220 44,663,182,103 

当 年 度 減 少 額 30 8,885,451,676 

当 年 度 末 残 高 190 35,777,730,427 

（注）１ 当年度減少額の件数は、完済分に係るものである。 

２ 当年度減少額には、貸倒償却処理に係るものを含んでいる。 

 

(９) 借入先ごとの借入金額 
事業内容のうち、建設譲渡事業及び附帯業務に必要な事業資金については、その一

部を環境再生保全機構債券の発行によるほか、財政融資資金の借入及び政府保証民間

借入金を充てている。 

 

平成 18 事業年度における借入先及び借入金の状況 

（単位：円） 

区   分 金 額 

環境再生保全機構債券 5,000,000,000 

財 政 融 資 資 金 1,400,000,000 

政 府 保 証 借 入 金 4,700,000,000 

合   計 11,100,000,000 

 

 



 

18 

※ 

※

(１０) 国庫補助金等の状況 
① 運営費交付金 
環境再生保全機構が行う事務に要する費用の一部に相当する額について、政府か
ら交付を受けている。 

 
② 国庫補助金 
環境再生保全機構が行う公害保健福祉事業、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金
事業、建設譲渡事業及び債権管理回収業務に必要な事業資金等の財源の一部に相当
する額について政府から補助を受けている。 
 

③ その他の政府交付金 
環境再生保全機構が行う公害健康被害補償業務及び石綿健康被害救済業務に必要
な事業資金等の費用の一部に相当する額について、政府から交付を受けている。 
平成 18 事業年度において政府から交付又は補助を受けた国庫補助金等の額は、次
のとおりである。 

 
（単位：円） 

区   分 金 額 

運 営 費 交 付 金 2,422,100,000 

公害健康被害補償予防業務勘定 476,196,000 

基 金 勘 定 985,711,000 

 

承 継 勘 定 960,193,000 

国 庫 補 助 金 等  

6,169,525,000 

公 害 保 健 福 祉 事 業 34,525,000 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理

基 金 事 業 

2,000,000,000 

建 設 譲 渡 事 業 135,000,000 

 

債 権 管 理 回 収 業 務 4,000,000,000 

そ の 他 の 政 府 交 付 金  

11,471,145,800 

公害健康被害補償納付金交付金 11,365,749,800   

石綿健康被害救済事業交付金 105,396,000 

合   計 
 

20,062,770,800 

※ 確定額を記載している。 

 

 


